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を行うことになる。実際、2017 年 10 月から 2019 年２月末まで、「登記制度・
土地所有権のあり方等に関する研究会（以下、研究会という。）」の作業を基
礎として、2019 年３月からは法制審議会で民法・不動産登記部会の改正作業






















































土地問題の解決に向けて～」（平成 31 年２月）11 － 13 頁。
広島法学　43 巻４号（2020 年）－ 184
− 147 −
適用されていた日本民法（韓国では旧民法又は依用民法という）が採ってい
た意思主義（第 176 条）と対抗要件主義（第 177 条）を、形式主義および効


















（３） 　参照した外国民法として、ドイツ民法第 873 条、スイス民法第 656 条、フランス民
























　当初、金炳魯大法院長が主な役割を担った民法草案は、1953 年７月 14 日
に法典編纂委員会の公式法案になり、物権変動については、以下のように







学第 30 巻３・４号（ソウル大学校法学研究所、1989 年）186 頁以下、同『民法研究』
第１巻（博英社、1991 年）61 頁以下、明淳龜『実録大韓民国民法２』（法文社、2010 年）
6 － 30 頁、李鴻旼「民法制定とその成果の分析」博士学位論文（高麗大学校大学院、
2011 年）を参照した。


































































































































































































（13） 　李鴻旼（注４）60 － 62 頁によると、民法案意見書の 69 項目の中で、32 項目が厳選
され、その中で物権変動に関する 48 項も含まれていたが、本会議で可決されなかった。
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